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1 .はじめに
国鉄職員に高価品の明告をし割増運賃を支払ったが，要償額の表示料を支払
わず，要償額の表示をしなかった場合に，その高価品が詐取された事件の lつ
として，函館駅事件がある。この事件の第 l審判決は，東京地裁昭和59年4月
17日判決であり，第2審判決は，東京高裁昭和60年5月22日判決である。高価
品をめぐ、る運送事故については，かなり以前より議論がなされていたが，国鉄
を舞台にした同様の事件は，この 7～8年前に多発した。主として，函館駅事
件にスポットをあて，これをとりまくいくつかの問題点について，考察したい
と思う。
2.東京高裁昭和60年5月22日判決の概要
1）総説
A相互銀行函館支店は， y （日本国有鉄道＝被告，被控訴人〉函館駅に対
し，現金5000万円在中の布袋を貴重品扱いの小荷物とし 割増運賃を支払って
運送を委託し引き渡したところ，右小荷物を駅の職員から積載列車の乗務車掌
への授受作業の際，「アノラックの男」（ニセ車掌，後述〉に編し取られてし
まった。警察では，国鉄の輸送システムに詳しい者の犯行として捜査を続けた
が，遂に犯人を検挙できず，もとより現金も発見されず＼迷宮入りとなった。
Aとの間で，運送保険（共同保険〉契約を締結していたX保険会社（日新火災
海上保険株式会社＝原告，控訴人〉ほか11社の保険会社は，右事故によってA
の蒙った損害を填補するため，それぞれの引受割合に応じて保険金の支払いを
負担し， Xは幹事会社としてAに対し，右保険金合計5000万円をまとめて支
払った。そこで， X以外の右11社がXを原告（選定当事者〉に選定し， XがY
に対し， X及び右11社は，それぞれ各保険引受割合に応じ， AがYに対して有
する運送契約上の債務不履行による損害賠償請求権を代位取得したとして， X
及び右1社に対する損害金の支払いを求めたので、ある。
2）事実
本件第一審〈東京地裁昭和59年4月17日〉が認定した事実は，ほぼ次の通り
要約できる（控訴審でも 2語の修正のほか同一〉。
《証拠略》によれば，次の事実が認められる。
1 .函館駅では，貴重品小荷物の受託，保管，運搬及び受授等については，
一般小荷物の場合と異なり，次のような取扱いをすべきこととされていた。
(1）貴重品小荷物を受託した際に発行する小荷物切符（甲，乙，丙，丁の4
片制〉には，その記事欄に，⑤〈貴重品の略〉と記載したうえ，明告価額を
記入する。受託した貴重品小荷物には，小荷物切符の乙片のほか，特別荷物
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用駅名札をくくり付ける。特別荷物用駅名札の両面には，緑色で「注意」の
文字が印刷されており，貴重品の場合には，裏面に⑧と朱印する。
(2）貴重品小荷物は，受託後直ちに手小荷物取扱所内の金庫に収納し，鎖錠
して保管する。
(3）貴重品小荷物を積載すべき列車は，予め管理局の通達によって指定され
ている。
は）貴重品を受託したときは，函館車掌区，函館鉄道公安室及び着駅に対
し，貴重品の積載月日，積載列車，輸送区間及び個数を事前に電話で連絡
し，所要の手配を求める。
(5）車掌との小荷物の受授は，受授証を用いて行われるが，貴重品小荷物に
ついては， l個ずつ受授するので， 1個ごとに特殊荷物用受授証（甲，乙の
2片制）を作成する。
(6）貴重品小荷物は，函館鉄道公安室の公安員立会のもと，金庫から取り出
したうえ，函館駅受授担当営業係がみずから，公安員に警備されて，列車ま
で運搬する。
(7）貴重品小荷物は，公安員立会のもと，受授担当営業係が荷物車内に乗務
している車掌に直接引渡して受授する。その際，持参した特殊荷物用受授証
の乙片に車掌の受領印を押してもらい，甲片は車掌が乙片は営業係が受け取
る。
2.函館駅道内発送担当営業係のαlは，昭和56年3月9日午後 5時40分こ
ろ， A相互銀行函館支店の従業員から本件小荷物の運送を委託され，その引渡
をうけた。 α1は，本件小荷物の荷造を点検したうえ〈本件小荷物は，薄灰色の
麻袋の口を紐で縛ったもので，大きさは，縦約20センチメートノレ，横約30セン
チメートル，高さ約40センチメートルで、あった。〉，計量し（ 7キログラムで
あった。〉，小荷物切符を作成して〈記事欄には，⑤，更に，明告価額の表示と
して，「5000万」と記入した。〉，その甲片を右従業員に交付した。
3.右受託後， L は小荷物切符の乙片とともに，裏面に⑧と朱印した特別荷
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物用駅名札を本件小荷物にくくり付けたうえ，これを手小荷物取扱所内にある
所定の金庫に収納して，鎖錠した。 αl営業係は，本件小荷物を，翌日日の第7
21D列車（以下「本件列車」という。〉に積載して運送することとし，受授に必
要な特殊荷物用受授証を作成した（備考欄には，⑧と記入し，さらに，注意を
喚起するため，受授証全体に大きく赤で「※」印を記載した。〉。その後， 9日
午後8時ころ， αl営業係は函館車掌区及び函館鉄道公安室に電話をかけ，本
件列車に貴重品 l個を積載するので手配を宜しく頼む旨申し述べ，さらに，同
日午後9時ころ，函館駅受授担当営業係のα2に対し，本件列車に貴重品 l個
を積載する旨を伝えた。 αlから，函館鉄道公安室公安班長，当直司令長を通し
て，公安員α3V・こ，そしてα1から，函館車掌区助役を通して，荷扱車掌α5vこ
も，その旨連絡がいった。函館駅事業用品担当営業係α4は，別の事業用品（発
売用乗車券〉在中の麻袋を，一旦本件乗務員室に入って同室中央付近にある暖
房用の放熱器の上に置いたうえ，本件乗務員室前から北へ3メートル程のホー
ム上で車掌の来るのを待っていた。
4.α2営業係及びα3公安員は，午前7時02分ころ，本件乗務員室前のホー
ム上に到着した。 α4がホーム上に待機しているのに気が付いたが，別段声を
掛けることもなく，まず， α2営業係が本件乗務員室のホーム側の乗務員乗降
口の扉を開けて中に入り， α3公安員，すぐその後にα4営業係が本件乗務員室
の中に入った。その時には，既に， Yから冬期職員に貸与されているモスグ
リーン色のフード付アノラックと見分けが付かないものを着用しく厳寒期に
は，荷扱車掌は，右アノラックを着用したまま作業をすることがしばしばあっ
た。なお，当時も，気温は相当低く，しかも，本件乗務員室の中は，暖房が付
いていなかったので，かなり寒い状態であった。〉，フードをかぶり，黒のゴム
長靴をはし、た男（以下「アノラックの男」としづ。）が ホームと反対側の運転
台脇の乗務員乗降口の扉のところに，その窓から外を見るような格好で背中を
向けて立っていた。 α2営業係は，持参した本件小荷物を，ホーム側の乗務員乗
降口脇にある車掌執務用の机の上に置き，さらに，放熱器の上に置いてあった
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乗車券在中の麻袋を同じ様に机の上に上げた。それから， α2営業係は，机の脇
にこれに向かつて立ち，持参した本件小荷物の受授証及び一般小荷物の受授証
の甲片を机の上に出しながら，左隣りに同じく机に向かつて立っていたα4営
業係に対し，同人が持参した乗車券の受授証についても自分がまとめて車掌か
ら受領印をもらってやる旨申し向けたところ， α4営業係は，①自分の方でま
とめてもらってやる旨答えたうえ，持参した乗車券の受授証2枚を机の上に置
き，さらに②本件小荷物及び乗車券の受授証計3枚の甲片と乙片とをそれぞれ
切り離した。「アノラックの男」は，当初立っていた位置から振り返って机の方
に向かつて歩いて来て， α2営業係の右隣りに同じく机に向かつて立ち，（顔に
は白いマスクをしていた。）' 2 • 3回咳をした後，立ったままの姿勢で，右受
授証の乙片 3枚にポンポンと所携の判で印を押した。 α3公安員は， α2営業係
の背後にあって，右受授作業の様子を見ていた。 α4営業係は，机の上にある押
印済の受授証の乙片3枚を取って，ホーム側の乗務員乗降口からホームに降
り，続いて α2営業係，さらにα3公務員が，こもごも「アノラックの男」に
「お願いします。」と戸を掛けて，同じく乗務員乗降口からホームに降りた。 α
2営業係らが本件乗務員室前に到着してから再びホームに降りるまでにかかっ
た時聞は，約 1分間程であった。その間「アノラックの男」は，一言も言葉を
発しなかった。 α2営業係は，ホームでα4営業係から押印済の本件小荷物の受
授証の乙片を受け取ると，すぐさまその場を離れ，次の作業に向かった。 α4営
業係及びα3公安員も，同様に，すぐさまその場を離れ，次の作業に向かった。
α2及びα4営業係並びにα3公安員は，右受授作業の際，「アノラックの男」に
対し何ら不審の念を抱くことなく，その男が本件列車に乗務する車掌であると
信じて疑わなかった。
5.車掌が列車に乗務すべき時間帯は，諸般取扱方（車掌編〉において列車
ごとに定められていて，第721D列車については，午前7時00分から 7時04分
までの聞に乗務すべきこととされていた。 α5車掌は，これに従い，第721D列
車については，午前7時04分ころ乗務することにしていた。この日も， α5車掌
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はいつものとおり，乗務点呼を受けた後，列車乗務の支度を済ませて，本件列
車に向かい，午前7時04分ころ，本件乗務員室に到着した。しかしながら，室
内には，既に「アノラックの男」の姿はなく，本件小荷物も見当たらなかった。
その後の調査で，本件小荷物は，「アノラックの男」に編し取られたことが判明
した。
6.函館駅では，本件詐取事件の後，今後2度と同様の事件が起きることの
ないよう，貴重品小荷物の受授方法について，次のとおりの変更が加えられた。
①営業係が車掌区に対し貴重品の積載あることを連絡する際，受授担当営業
係及び乗務車掌の氏名を互いに通知し合い，これを控えておき，受授の際は互
いに氏名を言い合って，予め通知を受けていた氏名と一致するかどうかを確認
する（車掌が押す受領印の印影も確認する。〉。②公安員も，予め受授担当営業
係及び乗務車掌の氏名の通知を受けて，これを控えておき，受授の際，右氏名
と現実の受授者のそれとが一致するかどうかを確認する。また，公安員は，受
授終了後も現場に残り，車掌が荷物車内の貴重品箱に貴重品小荷物を収納して
鎖錠するのを見届け，さらに，列車が発車するまでその場に残って警備を続け
る。
原審は以下のように判示した。倉沢・判例評論314号45頁は，次のように要
約している。鉄道運輸規程73条の定める最高金額28万円についてのみXの請求
認容，その余の請求は棄却。
「本件詐取事件は， CYにおいて〉その発生を予見することができなかったとは
いえないし，事件後における貴重品の受授方法の変更に徴すれば明らかなとお
り，その発生を予見したうえ，受授担当者間で氏名を確認し合うような業務体
制をとることを怠ったことをもって， Yに重大な過失ありと評することは，余
りに酷に失するものというべきである。」
「（商法578条と鉄道営業法1条ノ 2第2項との〉両法条の関係について検討
するに，貨幣・有価証券等高価品の運送においては，運送品が滅失，鍛損する
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おそれが大きく，一旦かかる事故が起きれば損害も巨額にのぼることが予想さ
れるのに，荷送人から運送品の種類及び価額が明告されないと，運送人は，特
別の注意を払い，また，高率運送賃を取得する機会を失うことになるから，商
法578条は，高価品の明告がない以上，運送人は損害賠償責任を全く負わない
旨規定する。すなわち，同条は損害賠償責任の発生障害規定ないし免責規定で
ある。他方，鉄道営業法1条ノ 2第2項は，荷送人から高価品の明告がなさ
れ，鉄道が運送品の滅失，星空損につき損害賠償の責に任ずべき場合を前提にし
て，かかる場合にもなお，大量の物品を低廉な料金で運送すべき鉄道の立場を
考慮、し，所定の表示料を支払って要償額を表示しておかない限り，鉄道の軽過
失については，賠償額を鉄道運輸規程所定の最高額まで制限する旨規定する。
すなわち，同条項は，高価品の明告がなされ，免責規定たる商法578条が適用さ
れない場合に，はじめて適用の可能性が出てくる鉄道の賠償制限規定であっ
て，荷送人による高価品の明告がない場合には，およそ適用の余地なき条項で
ある。
そうすると，荷送人による高価品の明告がなされているときは，右賠償額制
限規定は適用されるべきでないとか，同規定が適用されるのは，高価品の明告
も要償額の表示もともになされていない場合に，限られるべきであるとかし、ぅ
Xの主張は，右両法条の関係を正解しないものであって，採るをえない。」
これを不服として， Xは控訴し，以下のように，原審で、述べた再抗弁も改め
て，提起した。
「仮に，右解釈が採用されないとしても，以下に述べるように，本件において
は，鉄道営業法1条ノ 2第2項を適用することは許されない。
すなわち，改正前の旧規定では，荷送人が高価品の明告をなし，かつ割増料
金を支払うことが高価品についての賠償の要件であったのに，現行法では割増
運賃とは別に表示料の支払いのことが定められ，これと割増運賃との関係が明
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らかでないため，表示料の意味するところは一般荷送人には理解しがたし、もの
となっており，一般荷送人としては，高価品の明告をなし，かつ割増運賃を支
払えば，その割増運賃の中に高価品の賠償費用も含まれていると理解するのが
通常である。
そして，本件小荷物の運送を委託した際に作成された小荷物切符には要償額
表示に関する事項は何も記載されておらず，要償額の表示欄も設けられていな
い上，実務において，要償額表示制度はほとんど利用されておらず＼荷送人に
対する説明もなされていない。
したがって，本件のように，荷送人Aが被控訴人Yに対し高価品であること
を告知し，かっその価額を申告し割増運賃を支払っている場合には，損害発生
時の要償額をも告知していると解すべきである。
また，被控訴人Yは，要償額の表示制度を熟知し，荷送人Aに対し所定の要
償額表示を促し，表示料の支払いを請求することができたにもかかわらず，こ
れをしなかったので、あるから 表示料の支払いを要せずして要償額の表示に応
じたものというべきである。Jと，加えた。
「過去において，国鉄を舞台とした多額の盗難事件は，北海道だけでも三件
あり，本件事件と類似した事案としては，昭和27年8月19日札幌駅小荷物室に
おいて，国鉄の制服，制帽を着用した行商人が駅員になりすまし，わずか l分
の聞に現金1000万円を盗んだ事件があった。右のように，国鉄を度々利用して
いるものが国鉄の現金輸送体制を知り，国鉄職員に変装して犯行に及ぶことは
充分に予想し得るところであるから，被控訴人Yとしては，過去の経験に基づ
き貴重品の取扱いにつき充分な業務体制を整えるべきであった。しかるに，次
の事実があるので，本件詐取事件の発生につきYには重大な過失があったとい
うべきである。」と付加して，原審の事由を掲げ，名札の着用がなされていな
かった点を「名札や腕章の着用がなされていなかった」と改め，「本件犯行現場
である乗務員室に出入りする各ドアの施錠については何らの配慮もなされてお
らず，部外者が乗務員室に入ろうとすれば容易に立ち入ることができる状態で
???
あった。」ことを事由として加えた。
これに対して， Yは，原審では，本件詐取事件の発生につき， Yには何ら過
失はなかったのであって，いわんや重過失などなかったことはいうまでもない
としたが，控訴審でも何点か付加変更したものの，重大な過失があったという
ことはできないとして争ったのである。
3）判旨
Xの控訴を棄却した。
当裁判所も， Xの本件請求は原判決が認容した限度で理由があり，その余は
理由がないと判断するが，その理由は，次のとおり付加 訂正するほかは原判
決の理由と同一であるから，これを引用する。その主な修正点は次のとおりで
ある。
「Xは， Yvこ重大な過失があったと主張し，その理由として，貴重品授受担当
者が相互に相手を確認し得る方法が定められていなかったことを挙げている
が，国鉄職員は，鉄道営業法22条，職員服務規程9条により所定の制服を着用
することを義務付けられているので，相手の服装により国鉄職員であるか否か
を識別することが可能であり，また……，貴重品の授受は，指定された特定の
列車の乗務員室において，荷物担当の車掌が列車に乗り込むことを指定されて
いる特定の時間帯（本件においては午前7時から 7時4分までの4分間〉に公
安員立会いの下に行われ，その際荷物担当の車掌が特殊荷物用受授証に受領印
を押捺することになっていたのであるから，これらの作業手順を踏む過程にお
いて貴重品授受の担当者が相互に相手を認識し，相手に間違いがないか否かを
識別することが可能であり，このような作業手順が定められていた以上， X主
張のような方法が定められていなかったからといって，貴重品授受の業務体制
の整備について重大な過失があったということはできず＼また右のような作業
手順に従って本件小荷物の授受にあたった前記Y職員との業務執行について重
大な過失があったものとすることもできなし、。…」と，改めた。
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「したがって， X主張のような時刻を定めるべき必要性を見い出すことはで
きない。さらに， Xは，乗務員室の出入口ドアに施錠をしておくべきであった
と主張しているが…，乗務員室のドアは，乗客担当の車掌及び荷物担当の車掌
などが出入りするために施錠されていなかったことが認められ，業務の利便及
び能率などを考えると，本件のような特異な事件を想定して乗務員室の各ドア
に施錠することを求めるのは相当でない。また， Xは， α2営業係長らが犯人の
挙動に不審の念を抱かなかったこと及び受領印を確認しなかったことを挙げて
いるが，・・・」 と，改めた。
「鉄道営業法11条 l 項は…と規定するとともに，同法11条ノ 2 第 2 項 ~i..と
規定し，鉄道運輸規程は，要償額の表示のない高価品の賠償額は 1キログラム
毎に4万円，ただし最高額は400万円を限度とする旨を定めている（同規程73
条2号）。したがって，荷送人が高価品の滅失，致損について右限度額以上の賠
償額を得たい場合には，鉄道営業法1条，鉄道運輸規程29条， 30条に基づき，
当該高価品託送の際に，所定の方式により要償額を表示し，…」と，改めた。
「そうすると，本件小荷物の滅失について， Yが負担すべき損害賠償の限度
額は28万円ということになる。」を，加えた。
「並びに…， Yが昭和55年4月20日に運賃を改訂したときに一般に配布され
た宣伝用の『手荷物・小荷物運賃表』には要償額表示料のことが明記されてい
ることがそれぞれ」を加えた。
「免責規定たる商法578条が適用されない場合にJを「運送人が損害賠償の責
任を負う場合に，損害賠償の額について規定した商法580条の特別規定とし
て，」と改めた。
さらに，原判決に次のように付加した。
「Xは，現行法では割増運賃とは別に表示料の支払のことが定められ，これ
と割増運賃との関係が明らかでないため，表示料の意味するところは一般荷送
人には理解しがたし、ものとなっており，一般荷送人としては，高価品の明告を
なし，かつ割増運賃を支払えば，その割増運賃の中に高価品の賠償費用も含ま
-152-
361-
れていると理解するのが通常であると主張するが，鉄道営業法1条の2第2項
は，荷送人が要償額の表示をしない場合には鉄道は鉄道運輸規程の定める最高
金額を超えて賠償する責任のないことを明定しており，また，鉄道運輸規程50
条2項は要償額の表示〈同項5号〉と高価品の明告（同項6号〉とを区別し，
同規程57条は要償額表示金額〈同条l号〉と運賃及び料金（同条2号〉とを区
別しているから，要償額表示料と割増運賃とが別者であることは明らかである。
したがって， Xの右主張を採用することはできない。
また， Xは，小荷物切符には要償額表示に関する事項は何も記載されておら
ず，要償額の表示欄も設けられていない上，実務において，要償額表示制度は
ほとんど利用されておらず，荷送人に対する説明もなされていないと主張する
が，…Yは要償額表示料のことを一般に知らしめており，荷送人から要償額表
示料の申告があった場合には小荷物切符の記事欄及ひ、料金欄に所要の事項を記
載していることが認められるから， Xの右主張は事実に反するものである。
また， Xは， Yは要償額の表示制度を熟知し，荷送人に対し所定の要償額の
表示を促し，表示料の支払を要求することができたにもかかわらず，これをし
なかったのであるから，表示料の支払を要せずして要償額の表示に応じたもの
というべきであると主張するが，要償額表示料を申告するか否かは荷送人の自
由であり， Yが荷送人に対し要償額の表示を促し表示料の支払を要求すべき義
務があると解することはできないので， Xの右主張は採用することができない。
それのみならず，…，本件荷送人A相互銀行は本件詐取事件の後も殆ど連日
のようにYvこ対して数千万円に及ぶ銀行券の運送を委託しているが，要償額表
示制度を全く利用していないことが認められるのであり，右事実によれば， A
相互銀行は本件銀行券運送委託に際しでも要償額表示制度の存在を知りながら
これを利用しなかったことが窺われるのである。Jと。
選定者の認容金額を一部訂正したが，原判決は相当であり本件控訴は理由が
ないと判示した。
4）本判決の意義
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最近発生した，国鉄駅における盗難・詐取事件としては，この他に，名古屋
駅事件〈東京地裁昭和57年5月12日判決→東京高裁昭和58年 9月20日判決），
静岡駅事件（東京地裁昭和57年5月25日判決→東京高裁昭和58年 6月29日判
決〉，広島駅事件（東京地裁昭和59年1月31日判決〉がある。
名古屋駅事件においては， A証券会社は， y （日本国有鉄道〉との問で有価
証券（公，社債券，株券） 702枚在中の布袋を貴重品扱いの小荷物として名古屋
駅から汐溜駅まで運送する運送契約を締結し， y~こ引渡したが，昭和47年10月
19日午後6時半頃名古屋駅構内上り 3番プラットホームで，荷物車に積込作業
中に窃取され， A~こ引渡されず， XはA との聞に締結されていた運送保険契約
に基づき，該小荷物につき保険金を支払い，保険代位によってYに対して損害
賠償の訴えを提起した事件である。
第l審は，「鉄道運送においては鉄道営業法1条ノ 2及びこれをうけた鉄道
運輸規程73条によって商法578条の適用が排除されているものと解されるとこ
ろ，右鉄道営業法1条ノ 2第3項によれば，要償額の表示がある場合でも『鉄
道ノ悪意又ノ、重大ナル過失』によって運送品が滅失した場合には，右表示額に
かかわらず滅失による損害を全額賠償義務があるものとされているのであるか
ら，前記のように運送契約の締結に際し運送品の価額を明告している場合で
あっても，荷送人は右額に制限されることなく被った損害全額を賠償請求で、き
るものと解するのが相当であり…」と判示し，実際に作業を行ったYの従業員
およびY自身に重大なる過失があったものと認定して損害全額（約7900万円〉
の賠償を認めたものである。第2審においても「密閉できる構造の手押車を設
備することを怠ったY名古屋駅の小荷物担当の管理職（中略〉及び貴重品小荷
物を取扱う担当者としての基本的な注意を怠った右Bあるいはそのような注意
の欠如を生じるような作業体制をとっていたY自身に重大な過失があったもの
といわざるをえない。」としてほぼ同旨の判決を下した。
静岡駅事件においては， A証券代行会社は， y （日本国有鉄道〉に対し，有
価証券（株券等〉を内容とする貴重品扱い小荷物（所有者が直接Aに，あるい
? ??
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はB社を通してAvこ運送委託〉を静岡駅から汐溜駅まで運送することを委託し
たが，右小荷物は当日夜，静岡駅構内において， Yが使用していた会社の従業
員がこれを保管中，この種の窃盗事件を起していた窃盗団によって盗まれてし
まった。 Aは右小荷物の運送委託にあたっては，鉄道営業法11条ノ 2に基づ
き，要償額の表示はしなかったが，商法578条の高価品に関する特別の要件に
したがい，品名を有価証券，価額を6000万円とその種類および価額を明告して
し、Tこ。
x l～Xs保険会社は， A,Bをとうして証券の所有者に保険金を支払ったの
で，保険代位により，第 l次的には債務不履行および不法行為の責任，第2次
的には有価証券の所有者に対する不法行為責任に基づき， Yvこ重過失があった
として，総額l億9427万1900円の損害賠償を請求した。
第l審判決は， Xlらの主張に対しては， YUこ過失があったが，重過失があっ
たとはし、えないと これを認めず，また， Yの主張に対して，鉄道営業法，同
運輸規程が商法の特別法であることは認めたが，要償額の表示も，価額の明告
も，その趣旨が同じ制度であるから，本件のように高価品の明告がある場合に
は，直ちに右1条2項，同73条により賠償額を算出すべきではなく，運送人と
しては明告にかかる価額6000万円の限度で賠償責任を負うべきであるとし，商
法578条の準用が排除されるのは，要償額の表示も明告もなされていない場合
であると判示した。そして「当裁判所は，…請求権競合説に立ちながらも，商
法578条の規定は不法行為責任にも準用されると解する説を採用するものであ
る。けだし，請求権競合説をとる以上，このように解さなければ，同条の規定
の趣旨は全く没却されることになってしまうからである。…中略…従って，同
条にいう明告がなされた場合のその明告にかかる価額は，荷送人が不法行為に
基づく損害賠償請求権を行使する場合においても，その上限を画するものとし
ての効果を有することになる。…」と，判示した。
Yは控訴したが，控訴審判決は，まず，諸事情を考慮し，小荷物掛 CYの履
行補助者の従業員〉の重過失を認めなかったが，過失を認め， YはAvこ対して
「????
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債務不履行の責任を免れないとした。そして「鉄道営業法は商法の特別法で
あって，鉄道による運送契約には，鉄道営業法及び鉄道運輸規程が商法に優先
して適用され，したがって，鉄道営業法1条の2第2項，鉄道運輸規程73条が
適用される場合には，商法578条はその適用が排除されると解するのを相当と
する。」と，判示した。
広島駅事件は，次のような事件である。 A証券会社は，昭和49年12月24日，
被告y （日本国有鉄道〉に対し，株券等の有価証券を広島駅から東京駅まで，
駅渡しの条件で，列車指定のうえ，貴重品扱いの小荷物として運送することを
委託し，広島駅構内の小荷物取扱所に持参し，引き渡した。
しかし，本件有価証券は，広島駅のホームで荷物車内に積み込む作業中に，
Yの被用者と認められるBの過失により盗まれてしまった。 X保険会社は，昭
和50年 1月8日， Aに対し，前記保険契約に基づき保険金を支払って，本件盗
難事故によりAに生じた損害について AがYに対して有する賠償請求権を代
位取得し，不法行為に基づく損害賠償を， Yに対して請求した。
物品運送の過程において運送品が滅失した場合，「運送人が不法行為責任を
負担するのは， Y主張の場合に限定されるものと解すべきではなしづ。
「鉄道営業法1条ノ 2又は商法578条の規定は…し、ずれも運送人の運送契約に
基づく債務不履行責任に関するものであって，運送人に対する不法行為責任に
よる損害賠償請求については，その適用がないと解するのが相当である」等と
判示して， Xの請求理由を認容するとともに，求める損害額についてもその大
部分を認めた。
本件は，結果的には静岡駅事件の控訴審東京高裁昭和58年6月29日判決と同
じであり，法条競合説か，折衷説〈または，請求権競合説の中でも特則をおよ
ぼす説）ともとれる判決を下した。
3.適用条文について
この問題を考察していく上において，特に本件に関して参照すべき条文は，
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次の通りである。商法第577条，第578条，第580条，第581条，民法第415条，第
709条，第715条，鉄道営業法（明治33年法律第65号）第1条，第1条ノ 2，鉄
道運輸規程（昭和17年鉄道省令第3号）第29条，第30条，第50条，第57条，第
73条，職員服務規程（管理規程）（昭和39年4月総裁達第150号，昭和40年4月
1日施行総裁達101，改正昭和40年12月30日総裁達645），荷物営業規則第57条
等である。
ロエスレル商法草案第559条は「金銀貨幣，貴重ノ鎖属，有債詮券及ヒ詮書
類，賓石，金銀ノ器物其他ノ賓貨ニ在テハ運送差立ノ際其物品ノ性質及ヒ其貫
債額ヲ告ケ且別段公告シタル運賃表ニ従ヒ高額ノ運賃ヲ排フ可キ可ヲ約シタル
｜キニ限リ寅債ニ従テ賠償ヲ要求スルヲ得」と規定している：
この後，ロエスレル商法草案に，法律取調会に於て修正を加え，元老院の可
決を経て明治23年4月27日公布され，翌年 1月1日より施行された旧商法第
500条は「金銀貨幣，貴金属，宝石，金銀物，有価証券，証書類其他ノ高価物ニ
在テハ其賠償ハ運送委託ノ際其物ノ性質及ヒ価額ヲ明告シ且適当ニ広告シタル
特別運賃表ニ依リテ高額ノ運送賃ヲ承諾シタノレトキニ限リ其実価ニ従ヒテ之ヲ
求ムルコトヲ得」とし，第503条は「運送人ノ、甚シキ怠慢又ハ悪意ニ因リ総テノ
場合ニ於テ第328条及ヒ第329条ノ規定ニ従ヒテ十分ナル損害賠償ノ義務ヲ負
フ」とし，第504条は「運送人ノ、使用人其他自己ノ引受ケタル運送ヲ為スニ当リ
使用スル者ノ為メ責ニ任ス」としていたが，結局，実施されないまま，廃止さ
れた。
現行商法第577条は「運送人ノ、自己若クハ運送取扱人又ノ、其使用人其他運送
ノ為メ使用シタル者カ運送品ノ受取，引渡，保管及ヒ運送ニ関シ注意ヲ怠ラサ
リシコトヲ証明スルニ非サレハ運送品ノ滅失，設損又ハ延著ニ付キ損害賠償ノ
責ヲ免ルルコトヲ得ス」としているが，これは昭和13法72改正前337条，昭和2
5法167改正前577条，昭和41法83改正前577条を経て現在に至っている。現行商
法第578条は「貨幣，有価証券其他ノ高価品ニ付テハ荷送人カ運送ヲ委託スル
ニ当タリ其種類及ヒ価額ヲ明告シタルニ非サレハ運送人ハ損害賠償ノ責ニ任セ
???
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ス」と規定しているが，昭和13法72改正前338条，昭和25法167改正前578条，昭
和41法83改正前578条を経て現在に至っている。現行商法第580条は「運送品ノ
全部滅失ノ場合ニ於ケル損害賠償ノ額ハ其引渡アルヘカリシ日ニ於ケル到達地
ノ価格ニ依リテ之ヲ定ム②運送品ノ一部滅失又ノ、致損ノ場合ニ於ケル損害賠償
ノ額ハ其引渡アリタノレ日ニ於ケル到達地ノ価格ニ依リテ之ヲ定ム但延著ノ場合
ニ於テハ前項ノ規定ヲ準用ス③運送品ノ滅失又ハ致損ノ為メ支払フコトヲ要セ
サル運送賃其他ノ費用ハ前2項ノ賠償額ヨリ之ヲ控除ス」としているが，これ
は，昭和13法72改正前341条，昭和25法167改正前581条，昭和41法83改正前581
条を経て現在に至っている。
ちなみに， HGB§ 429〔Haftung des Frachtfiihrers〕§ 430〔Umfangdes 
Ersatzes〕，§431〔Haftungfir Gehilfen〕を参照されたい。 HGB§ 429は，わ
が国の商法第577条，第578条に， EGB§ 430は，わが国の商法第580条，第58
1条に， HGB§ 431は，わが国の商法第577条に対応するものである。また，ド
イツ鉄道交通規則（EisenbahnVer!王ehrsordnung) § § 82～94 （とりわけ§85, 
§ 86' § 89' § 90' § 91)を参照された♂。
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説） 103頁以下，判例時報1043号22頁，判例タイムズ470号100頁，金融商事判例658号
-367-
32頁，山下・判例評論290号44頁以下，原茂・金融商事判例662号53頁以下，木村惇
・法学論集9号107頁，小林・ジュリスト891号124頁以下。
(6) 判例時報1084号21頁，判例タイムズ498号228頁，原茂「高価品の運送委託におけ
る鉄道運送人の責任」－静岡駅事件控訴審・ジュリスト（58年重要判例解説） 105頁
以下，倉沢・ 1983年主要判例解説・法学セミナー351号74頁，石田満「鉄道運送人の
責任と運送保険契約」創立50周年記念損害保険論集423頁以下，木村・法学論集（大
阪経済法科大学） 9号107頁，小林・前注箇所参照。
(7) 判例時報1114号19頁，篠原権蔵・早稲田法学60巻3号145頁，久留島隆・ジュリス
ト（59年重要判例解説） 838号121頁，船越・判例評論311号1頁（国鉄広島駅株券盗
難事件〉。
(8) 鉄道営業法第1条「旅客又ハ荷送人ハ手荷物又ハ運送品託送ノ際鉄道運輸規定ノ
定ムノレ所ニ依リ表示料ヲ支払ヒ要償額ヲ表示スノレコトヲ得 ②前項ノ規定ニ依ノレ表
示額ヵ託送手荷物又ハ運送品ノ引渡期間末日ニ於ケル到達地ノ価格及引渡ナキ場合
ニ於テ旅客又ハ荷送人カ受クヘキ其ノ他ノ損害ノ合計額ヲ超ユルトキハ其ノ超過部
分ニ付テハ其ノ表示ハ之ヲ無効トス」（昭4法38・全改）。同第1条ノ 2「要償額ノ
表示アル託送手荷物又ハ運送品ノ滅失又ハ駿損ニ因ノレ損害ニ付賠償ノ責ニ任スル場
合ニ於テハ鉄道ハ表示額ヲ限度トシテ一切ノ損害ヲ賠償スノレ責ニ任ス此ノ場合ニ於
テ鉄道ハ損害額カ左ノ額ニ達セサルコトヲ証明スルニ非サレハ左ノ額ノ支払ヲ免ノレ
ルコトヲ得ス 1 全部滅失ノ場合ニ於テハ表示額 2 一部滅失又ハ鼓損ノ場合
ニ於テハ引渡アリタル日（延著シタノレトキハ引渡期間末日〉ニ於ケノレ到達地ノ価格
ニ依リ計算シタル価格ノ減少割合ヲ表示額ニ乗シタノレ額 ②託送手荷物，高価品又
ハ動物ニ付テハ託送ノ際旅客又ハ荷送人カ要償額ノ表示ヲ為ササノレ場合ニ於テハ鉄
道ハ鉄道運輸規程ノ定ムノレ最高金額ヲ超ェ其ノ滅失又ノ、設損ニ因ノレ損害ヲ賠償スル
責ニ任セス ③前2項ノ賠償額ノ制限ハ託送手荷物又ハ運送品カ鉄道ノ悪意又ハ重
大ナノレ過失ニ因リテ滅失又ハ致損シタル場合ニハ之ヲ適用セス」（昭4法38・追加〉。
鉄道運輸規程第29条「要償額ノ表示ハ運送状ヲ提出スノレ場合ニ於テハ運送状ニ之ヲ
記載シ，運送状ヲ提出セザル場合ニ於テハ鉄道ノ定ムノレ要償額申告書ヲ以テ之ヲ為
スコトヲ要ス ②第53条ノ規定ハ前項ノ要償額申告書ニ之ヲ準用ス」，鉄道運輸規程
第30条「要償額ノ表示料ハ左ノ割合ヲ超ユノレコトヲ得ズ l託送手荷物（第2号及
第3号ニ該当スノレモノヲ含ム〉 表示額金1000円迄毎ニ 金l円 2高価品 同
金l円 3動物同金3円 4其ノ他ノ貨物同金50銭②前項ノ規定ハ lロ
ニ付金10円を超えざる範囲内ニ於テ最低料金ヲ設定スノレコトヲ防ゲズ ③鉄道営業
法第1条第2項ノ規定ニ依ル超過部分ニ対スル表示料ニ付テハ之ガ払戻ヲ請求スノレ
コトヲ得ズ」（昭23総庁運令6・昭27運令16・一部改正〉。第73条「要償額ノ表示ナ
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キ託送手荷物，高価品又ハ動物ノ滅失ヌハ鼓損ニ因ル損害ニ付鉄道ガ賠償ノ責ニ任
ズ、ノレ場合ニ於テハ鉄道ニ悪意又ノ、重大ナル過失アノレ場合ヲ除クノ外左ノ金額ヲ超エ
賠償ノ責ニ任ゼズ 1託送手荷物（第2号及第3号ニ該当スノレモノヲ含ム〉 l個
ニ付金10万円 但シ旅客l人ニ付金16万円ヲ最高額トス 2高価品 l1tE （容器荷
造ヲ含ム〉迄毎ニ金4万円但シ l口金400万円ヲ最高額トス 3動物牛 l頭
ニ付金25万円子牛同金10万円馬同金15万円豚間金2万5000円
犬同金3万円其ノ他ノ獣類同金2万円其ノ他ノ動物 1砥（容器荷
造ヲ含ム〉迄毎ニ 金2000円但シ l口金20万円ヲ最高額トス」（昭27運令16・昭45
運令60・一部改正）。
(9) ロエスレノレ商法草案819頁以下。
ω 第328条「故意文ハ怠慢ノ行為ニ因リテ不適法ニ損害ヲ他人ニ加ヘタノレ者ノ、其損害
ニ付キ十分ノ賠償ヲ為ス義務アリ」第329条「損害賠償ハ生シタル損失及ヒ失ヒタル
利益ノ弁償ヲ包括ス」
ω 上田光雄編・蓄法集（早稲田法政自由大学・早稲田法政事校，昭和5年） 64頁以
下，我妻栄編集代表・旧法令集（有斐閣，昭和57年） 252頁以下。
ω 松木太郎訳・全訂濁逸商法（有斐閣，昭和23年） 104頁以下， SCHONFELDER, 
Deutsche Gesetze, HGB SS.64～65; Baumbach-Duden, Handelsgesetzbuch 
(Miinchen, 1980), SS.1056～1063; Baumbach-Duden-Hopt, Handelsgesetzbuch 
(Miinchen, 1987), SS.979～985. 
Q3) Das Deutsche Bundesrecht, Vehrkehrsrecht, Allgemeine Rechtsgrundlagen, Eト
senbahnverkehr, Stra13enverkehr, VIA-VI Cl 9 § § 82～94を参照。 〈未完〉
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